
















































































番号 自治体名 所在地 面積（ha） 摘要 水準

1 世田谷区 野毛一丁目 0.03 谷沢川 1

0.03合計

■河川・上水・用水・水路等









■確保候補地

※ 本方針では、保全の担保の程度を示す水準を設定し、これに沿って対象を検討・抽出することとしていますが、保全

に幅広く取り組む趣旨から、<水準1>から<水準3>に至らなくとも、将来、保全の可能性のあるものであれば、これを抽

出し、「確保候補地」として示すものです。

自治体名 箇所数 面積（ha）

港区 13 3.91

新宿区 3 0.21

品川区 24 8.54

目黒区 26 8.40

大田区 4 5.66

世田谷区 40 13.77

杉並区 252 64.32

板橋区 10 1.96

練馬区 76 18.84

足立区 8 1.86

立川市 5 0.83

武蔵野市 16 4.12

三鷹市 11 8.60

府中市 16 2.57

昭島市 2 0.45

小金井市 2 0.52

小平市 14 3.00

東村山市 9 0.27

国分寺市 21 3.28

国立市 6 32.76

狛江市 2 0.04

清瀬市 11 5.34

武蔵村山市 2 1.06

多摩市 3 9.41

羽村市 41 2.42

西東京市 1 0.14

東京都 38 636.51

合計 656 838.79

　

考



３ 緑のまちづくりへの取組 

（１） 緑のまちづくりを進めるための基本的な考え方

都市の緑を豊かにしていくためには、都市公園等の整備により緑を増やすこと、

民間の開発に際して緑化を義務付け、誘導していくこと、残された貴重な緑への

対策を強化することなど、様々な手法により総合的に取り組むことが重要です。 

また、このように生み出される緑や守られる緑は、相互に密接な連携をしてこそ、

地域に大きな効果をもたらすものであり、そもそも緑の少ない区域では、緑の施

策を新たに検討していかなければなりません。 

① まちづくりなどの機会をとらえた緑の創出とネットワーク化

丘陵地や崖線、屋敷林などのように、自然地形や長い歴史の中で育まれて

きた緑以外にも、都心部では、都市開発諸制度等の活用などにより、緑や

オープンスペースを創出する取組が充実してきています。こうした民間開発に

よる緑化空間は、公園緑地や街路樹、水辺の緑などとの連携により、まとまりや

連続性が生まれ、緑のネットワークを形成していきます。 

この方針では、こうして形成される緑のネットワークを緑の骨格として捉え、

今後、新たなまちづくり事業等が行われる際は、こうした緑のつながりをより一

層充実させるよう、緑の配置や機能の効果的な誘導を進めていきます。 



区部の緑のネットワークイメージ 

凡例

緑

河川

崖線

緑と水の軸

水の軸

緑の軸

※崖線や河川などの地形に沿った緑と、緑の拠点となる公園や緑地を結んで形成される緑の

ネットワークのイメージです。

森林・樹林

農地

公園・運動場等

その他緑被地

生産緑地地区

公園・緑地（都市計画決定区域）



 

都市開発諸制度等が適用されない地域や、建ぺい率の高い地域、木造住

宅密集地域では、緑化等が進みにくい状況となっています。 

緑が都市の基盤となり、緑あふれ季節を問わず快適に過ごすことができる都

市空間を形成するために、緑化地域制度の導入や緑化率を定める地区計画

などの活用を推進するなど、広く建物の建替えの機会を捉えた緑化を推進し

ていきます。 

また、都市緑地法の改正により民間による市民緑地の整備を促す制度が創

設されたことや、生物多様性に配慮したまちづくりが求められていることなどか

ら、それらを踏まえたより質の高い緑の創出を目指していきます。 

近年、都心を中心に都市開発諸制度等を適用した大規模建築物の建築や開

発行為が行われ、公開空地等の緑の空間が年々増加しています。都では、「公

開空地等のみどりづくり指針」を平成19年に策定し、これに基づき、大規模建築

等を行う事業者は、公開空地等の価値の向上に資するため、都と協議し「みどり

の計画書」を作成しています。「みどりの計画書」を都市計画決定や許可などの

手続に先立って作成することで、事業者による質の高い緑空間の形成を誘導す

るとともに、周辺地域との緑の連続性や景観形成などに配慮した質の高い緑の

創出に寄与しています。 

平成19年から「みどりの計画書」が作成されたまちづくり事業において、194件

の対象事業により、合計約47ｈａの新たな緑が創出されました（令和元年11月時

点）。 

今後、本方針の計画期間である令和2年度から令和11年度まででは、現時点

で計画されている156件の対象事業により、約35ｈａの緑の創出が予定されており、

これは更に増えていくと見込まれます。 









都市開発諸制度等の活用による緑の保全・創出 

ねらい 

骨格となる緑の厚みとつながりを強化するため、まとまりのある緑地や農地を

保全する。 

空き家・空き地を活用しながら、小規模な公園・緑地などを創出する。 

具体的取組 

・骨格的な緑等、開発区域外における緑の保全・創出を、都市開発諸制度や都市

再生特別地区の公共貢献として評価し、開発事業者による広域的な緑の保全・

創出の取組を誘導する。

・都市開発諸制度や容積適正配分型地区計画を活用し、崖線の緑の保全・再生や、

都市公園と連担した厚みのある質の高い緑化空間の形成を図る。

取組の主体 

民間開発事業者 

【取組のイメージ】 

（都市開発諸制度等の活用による取組のイメージ） 

（容積適正配分型地区計画の活用による取組のイメージ） 

公公共共貢貢献献ととししてて評評価価

駅

拠点

骨骨格格的的なな緑緑のの保保全全・・創創出出

空空きき家家・・空空きき地地等等のの有有効効利利用用
地地のの緑緑のの保保全全・・創創出出

公公共共貢貢献献ととししてて評評価価

容容積積率率
緩緩和和



崖線の緑の保全 

ねらい 

崖線の緑は、都市の緑のネットワークや地域の景観形成上、緑の骨格として重

要な役割を担っていることから、行政界を超えて一体的に保全・再生を推進 

具体的取組 

・平成24年3月に「崖線の緑を保全するためのガイドライン」を策定。これに基

づき関係自治体から構成する「多摩川由来の崖線の緑を保全する協議会」の取

組を継続

・多摩川由来の崖線での先導的な取組を、国分寺崖線、南北崖線等に拡大

・地形や植生などの自然的条件、景観重要性や土砂災害危険性などの社会的条件

を踏まえ、崖線の緑の保全の在り方について検討

・区部中心部では大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度

や容積適正配分型地区計画を活用し、南北崖線の緑を保全・再生

取組の主体 

関係する区市町村、東京都、民間開発事業者 

都内の主な崖線 

崖線の緑の連なり 



森林環境譲与税の活用 

ねらい 

森林は、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化防止、生物多様性保全、林産物

供給などの多面的・公益的機能を持ち、これらを十分に発揮するためには適切な

手入れが必要。区市町村が実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、森林

環境税および森林環境譲与税が創設 

具体的取組 

・森林環境譲与税を財源とし、区市町村は、間伐や人材育成・担い手の確保、木

材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する取組を実施

・地域の実情に応じて、管理放棄された里山林の整備や竹林の伐採・除去活動等、

健全な森林の育成に関する取組を検討

・森林のない都市部では、木材利用の促進や森林環境教育、森林を有する地域と

の連携による植林・育林体験活動等も実施

・都道府県は森林整備を実施する区市町村の支援等を実施

・区市町村等はインターネットの利用等により森林環境譲与税の使途を公表

取組の主体 

区市町村及び東京都 

 【制度概要】 

林野庁HP： http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/kankyouzei/kankyouzei_jouyozei.html 

＜根拠法＞ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成31年3月公布）



生産緑地の保全・活用の推進 

ねらい 

生産緑地制度、特定生産緑地制度等を活用し、都市計画への位置付けを維持す

るとともに、生産緑地の活用を一層推進することにより、都市農地の保全を図る。 

具体的取組 

〇特定生産緑地の指定 

特定生産緑地制度を積極的に活用し、申出基準日以降も引き続き生産緑地の保

全を図る。 

〇生産緑地の追加指定 

地区指定の面積要件の引下げや、一団の農地の運用の緩和を活用し、生産緑地

地区の追加指定の推進を図る。 

〇生産緑地の貸借の促進 

生産緑地を対象とした都市農地の貸借の円滑化制度を活用し、生産緑地の積極

的な活用を図る。 

〇生産緑地の保全・活用に関する検討会 

生産緑地の買取りの仕組み、生産緑地を農地・農的空間として保全・活用する

ための手法について、都および関係区市と学識経験者を交えて検討を進める。 

取組の主体 

生産緑地を有する37区市、東京都 



田園住居地域の指定促進 

ねらい 

農地における直売所や農家レストラン等の立地の誘導等により、都市農地を保

全・活用し、営農意欲が高くまとまりのある農地が存在する地域や住宅と農地が

共存し将来にわたって良好な居住環境と営農環境を維持していく地域を形成 

具体的取組 

・都は「用途地域等に関する指定方針及び指定基準」を改定し、田園住居地域の

指定方針等を策定

・指定区域の規模等について、地域の状況に応じて柔軟に指定できることを明記

・田園住居地域の指定促進に向け、区市町村への説明会やヒアリングを実施

取組の主体 

区市町村と連携し、市町村においては市町村が、区においては都が田園住居地

域を指定 

【制度概要】 

田園住居地域 

○住宅系用途地域の一類型として田園住居地域の創設

（平成30年4月1日施行）

目的 

住宅と農地が混在し、両者が調和して良好な住環境と営農環境を形成して

いる地域を都市計画に位置付け、開発・建築規制を通じてその実現を図る。 

開開発発規規制制＜＜強強化化＞＞  

・現況農地における①土地の造成、②建築物の建築、③物件の堆積は市町村

長の許可制

・市街地環境を大きく改変するおそれがある一定規模（政令で300㎡と規

定）以上の開発等は、原則不許可

用用途途規規制制＜＜緩緩和和＞＞  

低層住居専用地域に建築可能なものに加え、以下の農業施設を許容 

・農業の利便増進に必要な店舗・飲食店等（500㎡以内）

・農産物直売所、農家レストラン、自家販売用の加工所等

・農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの、農機具収納施設等

形形態態規規制制  ＜＜低低層層住住居居専専用用地地域域とと同同様様＞ 

※ 低層住居専用地域と同様の形態規制により、日影等の影響を受けず営

農継続可能



新しい「緑農住」まちづくりの検討 

ねらい 

農地、屋敷林、樹林地などの緑地・農地と市街地が一体となった良質な住環境

を再整備する「緑農住」まちづくりを提案 

具体的取組 

・大学研究者による事業提案制度（東京大学）

・事業期間：令和元年度から令和3年度まで

〇ガイドライン策定 

都内で減少が続く民有の農地、屋敷林、樹林地が多く存在する近郊から多摩

エリアまでの住宅市街地（5地区程度）をケーススタディとして分析。

分析結果等を踏まえ、その他地区への応用のための方法論をガイドラインと

して策定し、広く「緑農住」まちづくりを展開するための基礎を構築すること

を想定 

〇モデル事業実施等 

 ガイドラインを踏まえ、モデル事業地において関係区市と調整しながら「緑

農住」まちづくり計画案を作成し、シミュレーションを実施。 

モデル事業を通じてガイドラインを検証することで、「緑農住」まちづくり

ガイドラインを確立 

取組の主体 

東京都、東京大学、一部区市 

提案概要（東京都財務局HP：https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/zaisei/teian/31daigaku_kekka.html） 



農の風景育成地区の指定推進 

ねらい 

比較的まとまった農地や屋敷林等が残り、特色ある風景を形成している地域に

ついて、将来にわたり農のある風景を保全・育成していく。 

具体的取組 

取組の主体 

地区の選定・運営は区市町、指定は都が行う 

＜指定要件等＞ 

・既定計画との整合（緑の基本計画、農業振興計画等）

・規模要件なし（一体的な農の風景が存在）

・農地の割合 おおむね10％以上

＜指定方法等＞ 

・都が定めた「農の風景育成地区」の要綱に基づき、区市町が地域を選定し、

地域内の緑地や農地の保全・活用・連携の方針を策定する。

・地区指定に向けて区市町が行う調査等に対し、都が補助（補助率50％以内） 

【事例】高松一・二・三丁目 農の風景育成地区（練馬区） 

・地区内の農地や屋敷林のほか、農の風景を象徴する景観資源などについて、都

市計画手法等を活用して保全

・農業体験イベントや屋敷林の見学会などによる農業者と地域住民の交流促進、

体験農園、農業公園の整備・運営を通じた普及啓発、農業振興策との連携等に

より、農地等の保全、活用を推進

・地区内では点在する農地等であっても都市計画公園・緑地として計画決定する

ことができ、この区域内は確保地と同様に優先整備区域として位置付けできる。

・農地の持つ、公園・緑地的機能や景観資源としての価値を、更に生かして保全

していく仕組みなどについて検討



都市農地保全支援プロジェクト 

ねらい 

農地の多面的機能を一層発揮させるための施設整備や、農地保全の理解促進に

向けた取組など、区市町が行う農地保全の取組に対してハード・ソフトの両面か

ら補助金を交付し、支援する。 

具体的取組 

＜支援内容＞ 

整備支援（ハード）： 農地の防災機能強化、地域や環境に配慮した基盤整備、

レクリエーションや福祉・教育等の機能発揮のための農

地活用など 

推進支援（ソフト）： 調査設計、農地保全の理解促進を図る情報発信、農福連

携コーディネーターなど 

＜補助率＞ 

整備支援（ハード）： 75％以内 

推進支援（ソフト）： 50％以内 

取組の主体 

東京都 

【取組のイメージ】 



農地の創出・再生支援事業 

ねらい 

市街化区域を対象に、農家所有の宅地等を農地として整備する取組を支援す

る。具体的には、宅地や雑種地等を活用して営農規模拡大を図るための農地化整

備をする場合に、必要な経費に対し補助金を交付する。 

具体的取組 

＜支援内容＞ 

建築物等解体処分（上物を除く、基礎や舗装版の撤去等）、除れき、深耕、客土

等（土壌改良を含む）、その他農地利用に必要な整備を実施 

＜補助率＞ 

50％以内 

＜補助上限＞ 

5,000千円／10a 

取組の主体 

東京都 














































































































